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１．調査目的 

 

１．調査目的 

本調査研究は、海上保安分野の能力向上支援に

おいて、アメリカ、オーストラリア、インドとの

連携可能性を検討していくための政策提言を実施

することを最終的な目的としている。 

これまでの調査結果から、日米豪印連携には被

支援国の対中政策、対米政策が大きく影響を与え

ており、関係国との協力実現には被支援国の外交

政策を把握していく必要性を強く認識することと

なった。日米豪の支援の中心となっている ASEAN

諸国の外交政策を調査したうえで、インド太平洋

地域の能力向上支援活動において、日米豪印が実

施可能な能力向上支援活動に関する政策提言を行

い、効果的連携の実現に資することを目的とする。 

 

２．調査内容及び結果 

（１）オーストラリア、フランス、インド 

支援国であるオーストラリア、またインド太平

洋において大きなプレゼンスを有するフランスに

ついては、基本的な政府構造、外交政策に加え、

それぞれの対外支援活動及びメカニズムについて

調査を実施している。 

特に、オーストラリアは太平洋島しょ国に対す

る主要な支援国であり、海上保安の分野において

も非常に大規模な支援活動を実施している。オー

ストラリアの支援メカニズムとして、オーストラ

リア国防省の支援活動における関わりなどについ

て解説を実施している。 

また、フランスについては現在、協力が進めら

れているクアッド、日米豪印連携の枠外の国では

あるものの、クアッドプラスとして連携が強化さ

れる可能性、インド太平洋におけるプレゼンスの

大きさ、世界各地における支援活動の展開など、

インド太平洋におけるフランスとの連携は、今後

の海上保安庁における課題となるであろうことか

ら、今回調査対象として追加したものである。 

インドについては、過去の調査項目のアップデ

ートに加え、日本との連携可能性を検討すべく、

モルディブやモーリシャスにおけるインドの支援

活動についてフォーカスを当てた解説を行ってい

る。 

（２）ベトナム、フィリピン、マレーシア、

インドネシア 

ベトナム、フィリピン、マレーシア、インドネ

シアは日本の海上保安分野における主要な支援対

象国である。フィリピン、インドネシアについて

は過去に調査を実施したが、今回追加調査を実施

しており、ベトナム、マレーシアについては新規

に基礎情報をまとめている。 

ベトナムについては、公開情報が限られている

こともあり、限られた情報源ではあるが可能な範

囲で情報の整理を行った。 

マレーシアについては、各国からの支援受け入

れについて、慎重な姿勢である印象を受けていた

ことから、中国との経済関係も含めた分析を実施

した。 

フィリピンについては、フィリピン領海にて活

動を実施する各機関間における権限の重複などに

ついて調査を行うとともに、海洋状況把握のため

に米国支援により設置された国家沿岸監視制度

（NCWS）について説明を行っている。 

インドネシアについては、新たに設立されたイ

ンドネシア海洋情報センター（IMIC）にフォーカ

スするとともに、インドネシア海上保安機関の船

艇などのアセットの維持管理制度について情報収

集を行い、解説を加えた。 
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３．おわりに 

 今次調査においては、2019 年度より実施した当

プロジェクト集大成の年として、支援国であるオ

ーストラリア、インド、フランス、そして被支援

国であるベトナム、フィリピン、マレーシア、イ

ンドネシアについて、情報収集分析を実施した。

各国の支援制度、ステイクホルダーを明らかにす

るとともに、いくつかの国については連携に関す

るアプローチなどの具体策についても提言を実施

した。 

新型コロナウィルスの世界的な感染拡大のため、

当初予定していた調査項目、特に現地におけるフ

ィールドスタディの大部分を実施できていないこ

とから、実態の把握という点では十分とは言えな

いが、当調査研究により、これまで海上保安庁が

把握できていなかった情報を多く収集、整理して

おり、これら調査結果が海上保安分野における国

際協力推進の一助となることを願っている。 
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